
建設工事 の債権譲 渡の承諾 に関する 事務取扱 要綱  

  

 （ 趣 旨 ）  

第１ 条  こ の 要綱 は、 柏崎 市が 発注 する 建設 工事 に関 し、 新潟 県柏 崎市 財

務規 則（ 平成 １６ 年規 則第 ５号 ） 別 記建 設工 事請 負基 準約 款（ 以下 「約

款」と いう。）第６ 条第１項 ただし書 の規定に より 、契約 によって 受注者

に生 じる 権利 のう ち、 工事 請負 代金 債権 の譲 渡（ 以下 「債 権譲 渡」 とい

う。）を承諾 する場 合の取扱 いについ て、必要な事 項を定 めるもの とする。 

 （ 債 権 譲渡人）  

第２ 条  債 権 譲渡 人は 、 本 市発 注工 事を 受注 ・施 行 し てい る、 資本 の額 若

しく は出 資の 総額 が２ ０億 円以 下又 は常 時使 用す る従 業員 数が １， ５０

０人 以下 の中 小・ 中堅 元請 建設 業者 （以 下「 受注 者」 とい う。）と する。 

 （ 債 権 譲渡先）  

第３条  債 権 譲渡 先は、事業協 同組合（事業 協同 組 合連合 会を含む。）又 は

一般 財団 法人 建設 業振 興基 金が 被保 険者 とし て適 当と 認め る民 間事 業者

とする。  

 （ 債 権 譲渡の対 象工事 ）  

第４ 条  債 権 譲渡 の対 象と なる 工事 は、 前金 払 の 対象 とな る 工 事と する 。

ただし、 次に掲げ る工事は 、対象外 とする。  

 ⑴  低 入 札 価格 調査の対 象となっ た工事  

⑵  受 託 工事等の 特定の歳 入財源を 前提とし た工事  

⑶  国 庫 債務 負担 行為 等及 び歳 出予 算の 繰越 しな ど工 期が 複数 年度 に わ

たる工事 。ただし 、 次に掲 げる 工事 を除く も のとする 。  

 ア  国 庫 債 務負 担行 為等 の最 終年 度の 工事 であ って 、か つ、 年度 内に

終了が見 込まれる 工事  

 イ  前 年 度 から 繰 り 越さ れた 工事 であ って 、か つ、 年度 内に 終了 が見

込まれる 工事  

⑷  履 行 保証とし て役務的 保証を必 要とする 工事  

⑸  受 注 者の 施工 能力 に疑 義が 生じ てい る等 、 債 権譲 渡の 承諾 に不 適当

な事由が ある工事  

 （ 債 権 譲渡の範 囲）  

第５ 条  債 権 譲渡 の額 は、 工事 が完 成し た場 合に おい ては 、約 款第 ３３ 条

第２ 項（ 当該 工事 請負 契約 が解 除さ れた 場合 にお いて は 、 約款 第５ ２条

第１ 項） の検 査に 合格 し 、 引渡 しを 受け た出 来形 部分 に相 応す る工 事請



負代 金額 から 既払 額及 び約 款の 規定 によ り発 生す る本 市 の 請求 権に 基づ

く金額を 控除した 額とする 。  

２  契 約 変更 によ り工 事請 負代 金額 に増 減が 生じ た場 合 に おい て、 前項 中

「工 事請 負代 金額 」と ある のは 「変 更後 の工 事請 負代 金額 」と 読 み 替え

るものと する。  

 （ 債 権 譲渡の 承 諾申請 ）  

第６ 条  受 注 者が 債権 譲渡 を行 うに 当た って は、 約款 第６ 条第 １項 ただ し

書に規定 する本市 の承諾を 得るもの とする。  

２  前 項 の承 諾は 、第 ４条 で規 定す る工 事の 出来 高が ２分 の１ 以上 に到 達

した と認 めら れる 日以 降と する 。 こ の場 合に おい て 、 承諾 に当 たっ ての

出来 高の 確認 につ いて は、 工事 履行 報告 書（ 別記 第１ 号様 式） の受 領を

もって足 りるもの とする。  

３  第 １ 項の 規定 によ り債 権譲 渡の 承諾 を申 請す る受 注者 は、 次 の 各号 に

掲げ る書 類を 各１ 部 提 出す るも のと する 。 た だし 、第 ２号 につ いて は、

３部提出 するもの とする。  

 ⑴  工 事 履 行報 告書（別 記第１ 号 様式）  

⑵  債 権 譲渡承諾 依頼書（ 別記第２ 号様式）  

⑶  債 権 譲渡 先と の間で調 印済みの 債権譲渡 契約証書（ 別記第３ 号様式）

の写し  

⑷  発 行 日 から３ か月以内 の 受注者 及び債権 譲渡先の 印鑑証明 書  

⑸  契 約 保証 金相 当額 を保 険又 は保 証に より 担保 して いる 工事 で、 保険

又は 保証 約款 等に 債権 譲渡 につ いて 、承 諾が 義務 付け られ てい る場 合

は、保険 者又は保 証人によ る必要な 承諾を受 けている 旨を証す る書類  

 （ 債 権 譲渡の承 諾）  

第７ 条  市 長 は、 前条 第３ 項に 規定 する 書 類 の提 出が あっ たと きは 、工 事

担当 課及 び予 算担 当課 と調 整の 上、 次の 各号 に 掲 げる 全て が確 認さ れた

場合 で、 かつ 、受 注者 が地 域建 設業 経営 強化 融資 制度 を利 用す る場 合 に

債権譲渡 を承諾す るものと する。  

 ⑴  前 条 第 ３項 に規定す る 書類が 全て提出 されてい ること 。  

⑵  必 要 事項の全 てが記載 されてい ること 。  

⑶  債 権 譲渡 承諾 依頼 書 （ 別記 第２ 号様 式） 及び 債権 譲渡 契約 証書 （別

記第３号 様式）の写 し（以下「債権 譲渡 承 諾依頼 書等」とい う。）に記

載さ れて いる 譲渡 対象 債権 の金 額（ 申請 時点 ）が 工事 請負 契約 に基 づ

き受注者 が請求で きる債権 金額と一 致してい ること。  



⑷  債 権 譲渡承諾 依頼書等 の印影が 印鑑証明 書と一致 している こと。  

⑸  申 請 に係 る工 事請 負契 約が 解除 され てい ない こと 及び 約款 の規 定に

基づき当 該契約が 解除され るおそれ がないこ と。  

⑹  発 行 日から３ か月以内 の印鑑証 明書であ ること。  

⑺  工 事 進捗率が ２分の１ 以上であ ること。  

２  市 長 は、 前項 に規 定す る確 認を 実施 し、 債権 譲渡 承諾 書（ 別記 第 ４ 号

様式 ）を 受注 者及 び債 権譲 渡先 にそ れぞ れ１ 通交 付す るこ とで 債権 譲渡

の承諾を 行うもの とする。  

３  市 長 は、 前項 によ る承 諾を した 場合 にお いて 、直 ちに 債権 譲渡 整理 簿

（別 記第 ５号 様式 ）を 記載 し、 債権 譲渡 の承 諾依 頼及 び承 諾状 況を 管理

するもの とする。  

 （ 債 権 譲渡の不 承諾）  

第 ８ 条  市 長 は、 第６ 条に 規定 する 申請 書類 の提 出が ない 場合 又は 前条 第

１項 に規 定す る事 項の 確認 がで きな い場 合に は、 債権 譲渡 の承 諾を 行わ

ないもの とする。  

２  市 長 は 、 前項 の場 合に おい て、 その 理由 を付 した 債権 譲渡 不承 諾通 知

書（ 別記 第６ 号様 式） を受 注者 及び 債権 譲渡 先に 交付 する とと もに 、債

権譲渡整 理簿にそ の旨記載 するもの とする。  

 （ 融 資 時の出来 高確認）  

第 ９ 条  債 権 譲渡 契約 の締 結又 は融 資審 査手 続等 にお いて 、 工 事の 出来 高

確認が必 要な場合 は、債権 譲渡先が 出来高確 認を行う ものとす る。  

２  前 項 の場 合に おい て、 現場 確認 の 必 要が ある 場合 、債 権譲 渡先 は、 工

事出 来高 確認 協力 依頼 書（ 別記 第７ 号様 式） を市 長に 提出 しな けれ ばな

らない。  

３  市 長 は、 前項 の工 事出 来高 確認 協力 依頼 書 （ 別記 第７ 号様 式） の提 出

があ った 場合 は、 工事 監督 員と 協議 の上 、工 程に 支障 のな い範 囲内 で工

事現場へ の立入り を承認す るものと する。  

 （ 融 資 実行の報 告）  

第 １ ０条  受 注 者 及び 債権 譲渡 先は 、債 権譲 渡の 承諾 を受 けた 後、 金銭 消

費貸 借契 約を 締結 し、 当該 契約 に基 づ き 融資 が実 行さ れた 場合 は、 速や

かに 連署 で融 資実 行報 告書 （別 記第 ８ 号 様式 ）を 市長 に提 出 す るも のと

する。  

２  受 注 者は 、 工 事の 施行 に関 し 、 資金 の貸 付け を受 ける ため 、 保 証事 業

会社 によ る金 融保 証を 受け た場 合は 、速 やか に公 共工 事金 融保 証証 書の



写しを市 長に提出 するもの とする。  

 （ 債 権 譲渡後の 部分払等 ）  

第 １ １条  債 権 譲 渡を 承諾 した 場合 にお いて 、受 注者 及び 債権 譲渡 先は 、

当該 承諾 に係 る工 事の 前金 払、 中間 前金 払及 び部 分払 の請 求は でき ない

ものとす る。  

 （ 債 権 譲渡先の 債権金額 の請求）  

第１ ２条  債 権 譲 渡先 が第 ５ 条 の規 定に より 確定 した 債権 金額 の請 求を す

る場 合は 、次 の各 号に 掲げ る書 類 （ 以下 「工 事請 負代 金請 求書 等」 とい

う。）を市 長に提 出 するもの とする。  

 ⑴  債 権 譲 渡承 諾依頼書 （別記第 ２号様式 ） の写し  

⑵  債 権 譲渡契約 証書 （別 記第３ 号 様式） の 写し  

⑶  債 権 譲渡承諾 書 （別記 第４号様 式） の写 し  

⑷  工 事 請負代金 請求書（ 別記第９ 号様式）  

２  市 長 は、 前項 の提 出が あっ た場 合に おい て、 提出 され た工 事請 負代 金

請求 書等 によ り、 請求 者の 請求 権及 び債 権金 額等 を確 認し 、支 払う もの

とする。  

 （ 委 任 ）  

第１ ３条  こ の 要 綱の 実施 に関 し必 要な 事項 は、 市長 が別 に定 める もの と

する。  

   附  則  

（施行期 日）  

１  こ の 要綱は、 令和３年 ４月１日 から施行 する。  

 （ 失 効 ）  

２  こ の 要綱 は、 令和 ８年 ３月 ３１ 日限 り、 その 効力 を失 う。 ただ し、 工

事請 負代 金の 支払 につ いて は、 令和 ８年 ５月 ３１ 日ま での 間は 、な お効

力を有す る。  


